
障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業補助金【概要】 

※補助制度のスキームは R7 現在のものであり、R8 のスキームは未確定です。 

※以前実施していた、「障害福祉分野のロボット等導入支援事業」と「障害福祉分野のＩＣＴ導入モデル 

事業」が R6 年度途中に統合され、名称が変更となりました。 

 

◎目的 

 障害福祉現場の職員の介護業務の負担軽減、労働環境の改善、業務負担効率化を図り、働きやすい職場

環境の整備や安全・安心な障害福祉サービスの提供等を推進するため、障害福祉事業者が介護ロボット

やＩＣＴを導入する際の経費等を支援することを目的とする。 

 

 

（１）介護ロボット等の導入支援 

１．対象者 

障害者支援施設事業者、共同生活援助事業者、居宅介護事業者、重度訪問介護事業者、短期入所事業者、 

重度障害者等包括支援事業者又は障害児入所施設事業者 

 

２．補助額 

 ３／４（１事業所あたり上限額（予算の範囲内）は、下段を参照） 

 

３．補助対象経費 

 備品購入費（ロボット等の購入費用に限る。）、使用料及び賃借料（購入を原則とするが、リース又はレ

ンタルの場合は年度末までのリース又はレンタル料を限度とする。）、役務費（ロボット等の初期設定に

要する費用に限る。） 

 

４．補助対象機器 

（１）移乗介護  ロボット技術を用いて介助者のパワーアシストを行う装着型又

は非装着型の機器  

 （２）移動支援  障害者の外出をサポートし、荷物等を安全に運搬できるロボッ

ト技術を用いた歩行支援機器  

（３）排泄支援  排泄物の処理にロボット技術を用いた設置位置の調整可能なト

イレや排泄のタイミングを予測する装着型のデバイスを活用し

た排泄誘導機器  

（４）見守り・コミュニケ

ーション支援  

センサーや外部通信機能を備えたロボット技術を用いた機器の

プラットフォーム  

（５）入浴支援  ロボット技術を用いて浴槽に出入りする際の一連の動作を支援

する機器  

（６）機能訓練支援 身体機能や生活機能の訓練における各業務を支援する機器 

（７）栄養管理支援 食事・栄養管理に関する周辺業務を支援する機器 

※１台当たりの導入経費の補助対象額（初期設定に要する費用及び消費税を含む。）は、 

以下のとおりとする。  



① 移乗介護、入浴支援：100万円以下  

② 移動支援、排泄支援、見守り・コミュニケーション支援、機能訓練支援、 

栄養管理支援：30 万円以下 

 

※１施設・事業所あたりの補助上限額は以下のとおりとする。 

① 障害者支援施設：全ての機器の合計額 210 万円を限度とする。 

② グループホーム：全ての機器の合計額 150 万円を限度とする。 

③ その他事業所：全ての機器の合計額 120 万円を限度とする。 

 

 

（２）ＩＣＴの導入支援 

１．対象者 

障害福祉サービス事業者、障害者支援施設事業者、一般相談支援事業者、特定相談支援事業者 

※「障害福祉サービス事業者」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平 

成 17年法律第 123 号）第５条第１項に規定する「障害福祉サービス事業」を行う者をいう。 

 

２．補助額 

 ３／４（１事業所あたり上限額（予算の範囲内）は、下段を参照） 

 

３．補助対象機器 

 ①情報端末（タブレット端末・スマートフォン等ハードウェア、インカム） 

 ②ソフトウェア（開発の際の開発基盤のみは対象外） 

 ③ＡＩカメラ等 

④通信環境機器等（Wi-Fi、ルーター等） 

 ⑤保守経費等（クラウドサービス、保守・サポート費、導入研修、セキュリティ対策等） 

 ⑥バックオフィス業務のためのソフト導入経費 

  ※当該年度中に係る経費のみを対象とする。 

  ※③については、防犯、虐待防止、事故防止など、利用者の安心安全のために活用するものとし、居

室等の生活空間ではなく、共用スペースや、目の届きにくい建物内外の死角に当たる場所等が撮影

範囲となるように設置する。 

  ※④、⑤については、①、②の導入に必要なものに限り補助対象とする。 

  ※⑤については、単年度（補助年度）分に限り補助対象とする。 

  ※②、⑥については、事業所内で記録業務、情報共有業務等を一気通貫（転機等の業務が発生しない） 

   の環境が実現できるものに限る。 

 

４．補助単価 

 １施設・事業所あたり補助上限額：100 万円 

※補助申請額は税込み額とする。 

 

 

 



（３）介護テクノロジーのパッケージ型導入支援 

１．対象者 

ア 介護テクノロジーのパッケージ型による導入 

障害者支援施設事業者、共同生活援助事業者、居宅介護事業者、重度訪問介護事業者、短期入所事業者、 

重度障害者等包括支援事業者 

 

イ 見守り機器の導入に伴う通信環境整備 

 障害者支援施設事業者、共同生活援助事業者 

 

２．補助額 

 ３／４（１事業所あたり上限額（予算の範囲内）は、下段を参照） 

 

３．補助対象事業 

 介護ロボット等やＩＣＴを複数組み合わせて導入する事業者に対して、介護テクノロジーのパッケー

ジ型導入支援を行う。 

ア 介護テクノロジーのパッケージ型による導入 

  （１）介護ロボット等の導入支援の４．補助対象機器で定める機器及び（２）ＩＣＴの導入支援事業

の３．補助対象機器のうち①～③で定める機器を、組み合わせて導入する場合に必要な経費を補助す

る。 

イ 見守り機器の導入に伴う通信環境整備 

  障害者支援施設事業者及び共同生活援助事業者が見守り機器を導入し、その機器を効果的に活用す

るために必要な通信環境を整備するための経費として、次を対象とする。 

 （通信環境整備に係る対象経費） 

・ Wi-Fi 環境を整備するために必要な経費（配線工事、アクセスポイント、ネットワーク構築など） 

・ 職員間の情報共有や職員の異動負担を軽減するなど効果・効率的なコミュニケーションを図るた

めのインカム 等 

 

４．補助単価 

 １施設・事業所あたり補助上限額：1,000 万円 

※補助申請額は税込み額とする。 

 

 

（４）その他 

 ・建物単位での協議申請となります。建物ごとにご回答ください。 

 （同一敷地内に複数施設がある場合は、同一敷地内をひとつの建物とみなします。） 

 ・協議項目は１項目のみとなります。 

 （「介護ロボット等の導入支援」と「ＩＣＴの導入支援」等は不可。） 

 ・本調査の回答を以て補助金の協議申請となるわけではございませんのでご留意ください。 

  回答いただいた連絡先へ協議申請時期が近付きましたら、追って再度ご連絡し、協議申請書類の準



備を依頼いたします。 

 ・内示後に導入した器物が補助対象となりますが、例年のスケジュールであれば、令和８年５月に協議

申請を行い、令和８年８月頃の内示が予想されます。 

  内示前に導入した場合は、補助対象外となりますので、ご留意ください。 

 ・国及び県の予算成立後、その額の範囲内で交付されるものであるため、協議申請しても補助を受けら

れない場合がありますのであらかじめご了承ください。 

 

 

（５）回答方法 

 下記リンクの Forms より、令和７年 10 月１日（水）までにご回答ください。 

 調査 URL：https://forms.office.com/r/emEDz9hdTX 


